
議
案
第
６
６
号

　
　
公
立
大
学
法
人
鳥
取
環
境
大
学
の
設
立
団
体
が
協
議
し
て
定
め
る
事
項
の
変
更
に
関
す
る
協
議
に
つ
い
て

　
次
の
と
お
り
公
立
大
学
法
人
鳥
取
環
境
大
学
の
設
立
団
体
が
協
議
し
て
定
め
る
事
項
の
一
部
を
変
更
す
る
こ
と
に
関
し
協
議
す
る
こ
と
に
つ
い
て
、
地
方
独
立
行
政

法
人
法
（
平
成
15
年
法
律
第
11
8
号
）
第
12
3
条
第
３
項
の
規
定
に
よ
り
、
本
議
会
の
議
決
を
求
め
る
。

　
　
平
成
26
年
２
月
18
日

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
鳥
取
県
知
事
　
　
平
　
　
井
　
　
伸
　
　
治

　
次
の
表
の
変
更
前
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
を
同
表
の
変
更
後
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
に
、
下
線
で
示
す
よ
う
に
改
め
、
平
成
26
年
４
月
１
日
か
ら
施
行
す
る
。

改
　
　
　
　
　
　
　
正
　
　
　
　
　
　
　
後

改
　
　
　
　
　
　
　
正
　
　
　
　
　
　
　
前

１
　
出
資
等
に
係
る
重
要
な
財
産

　
公
立
大
学
法
人
鳥
取
環
境
大
学
に
係
る
地
方
独
立
行
政
法
人
法
（
平
成

15
年
法
律
第
11
8号
）
第
６
条
第
４
項
に
規
定
す
る
重
要
な
財
産
は
、
帳
簿

価
額
が
50
万
円
以
上
の
固
定
資
産
（
適
正
な
見
積
価
額
が
50
万
円
に
満
た
な

い
も
の
を
除
く
。）
と
す
る
。

２
　
処
分
等
の
制
限
に
係
る
重
要
な
財
産

　
公
立
大
学
法
人
鳥
取
環
境
大
学
に
係
る
地
方
独
立
行
政
法
人
法
第
44
条
第

１
項
に
規
定
す
る
重
要
な
財
産
は
、
適
正
な
見
積
価
額
が
7,
 0
00
万
円
以
上

の
不
動
産
（
土
地
に
つ
い
て
は
、
そ
の
面
積
が
１
件
２
万
平
方
メ
ー
ト
ル
以

上
の
も
の
に
限
る
。）
、
動
産
又
は
不
動
産
の
信
託
の
受
益
権
と
す
る
。

重
要
な
財
産

　
公
立
大
学
法
人
鳥
取
環
境
大
学
に
係
る
地
方
独
立
行
政
法
人
法
（
平
成
15

年
法
律
第
11
8号
）
第
90
条
第
２
項
の
規
定
に
よ
り
設
立
団
体
が
協
議
し
て

定
め
る
同
法
第
44
条
第
１
項
に
規
定
す
る
重
要
な
財
産
は
、
予
定
価
格
（
適

正
な
対
価
を
得
て
す
る
売
払
い
以
外
の
方
法
に
よ
り
譲
渡
し
、
又
は
担
保
に

供
し
よ
う
と
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
適
正
な
見
積
価
額
）
が
7,  
00
0

万
円
以
上
の
不
動
産（
土
地
に
つ
い
て
は
、そ
の
面
積
が
１
件
２
万
平
方
メ
ー

ト
ル
以
上
の
も
の
に
限
る
。）
若
し
く
は
動
産
又
は
不
動
産
の
信
託
の
受
益

権
と
す
る
。
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１
　
出
資
等
に
係
る
重
要
な
財
産

　
公
立
大
学
法
人
鳥
取
環
境
大
学
に
係
る
地
方
独
立
行
政
法
人
法
（
平
成

15
年
法
律
第
11
8号
）
第
６
条
第
４
項
に
規
定
す
る
重
要
な
財
産
は
、
帳
簿

価
額
が
50
万
円
以
上
の
固
定
資
産
（
適
正
な
見
積
価
額
が
50
万
円
に
満
た
な

い
も
の
を
除
く
。）
と
す
る
。

２
　
処
分
等
の
制
限
に
係
る
重
要
な
財
産

　
公
立
大
学
法
人
鳥
取
環
境
大
学
に
係
る
地
方
独
立
行
政
法
人
法
第
44
条
第

１
項
に
規
定
す
る
重
要
な
財
産
は
、
適
正
な
見
積
価
額
が
7,
 0
00
万
円
以
上

の
不
動
産
（
土
地
に
つ
い
て
は
、
そ
の
面
積
が
１
件
２
万
平
方
メ
ー
ト
ル
以

上
の
も
の
に
限
る
。）
、
動
産
又
は
不
動
産
の
信
託
の
受
益
権
と
す
る
。

重
要
な
財
産

　
公
立
大
学
法
人
鳥
取
環
境
大
学
に
係
る
地
方
独
立
行
政
法
人
法
（
平
成
15

年
法
律
第
11
8号
）
第
90
条
第
２
項
の
規
定
に
よ
り
設
立
団
体
が
協
議
し
て

定
め
る
同
法
第
44
条
第
１
項
に
規
定
す
る
重
要
な
財
産
は
、
予
定
価
格
（
適

正
な
対
価
を
得
て
す
る
売
払
い
以
外
の
方
法
に
よ
り
譲
渡
し
、
又
は
担
保
に

供
し
よ
う
と
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
適
正
な
見
積
価
額
）
が
7,  
00
0

万
円
以
上
の
不
動
産（
土
地
に
つ
い
て
は
、そ
の
面
積
が
１
件
２
万
平
方
メ
ー

ト
ル
以
上
の
も
の
に
限
る
。）
若
し
く
は
動
産
又
は
不
動
産
の
信
託
の
受
益

権
と
す
る
。
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